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 人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成 17 年三重県条例第 1 号）第 6 条の規定に基づく三重県の

人事行政の運営等の状況について、次のとおり公表します。 

  令和 4 年 9 月 30 日 

                             三 重 県 知 事  一  見  勝  之   
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第１ 人事行政の運営の状況 

 

１ 任免及び職員数に関する状況 

（１）新規採用者数 

職員の採用は、行政需要の動向や今後の退職者数などを考慮して行っています。令和 3年度

及び令和 4年 4月 1日の職員の新規採用の状況は次のとおりです。 

ア 競争試験                            （単位：人）

試験区分 職種 採用者数 試験区分 職種 採用者数

行政 75 行政 79

福祉技術 5 福祉技術 1

環境化学 6 環境化学 5

林学 5 林学 3

農学 14 農学 12

水産 4 水産 6

総合土木 14 総合土木 17

建築 1 建築 2

電気 2 電気 2

機械 1 薬剤師 4

薬剤師 3 保健師 5

保健師 6

管理栄養士 3

小計 139 小計 136

行政（スポーツ） 3 警察事務 6

警察事務 7 司書 3

小計 10 小計 9

一般事務 11 一般事務 9

農業 2 林学 1

総合土木 5 農業 2

警察事務 6 総合土木 9

警察事務 6

小計 24 小計 27

一般事務 6 一般事務 8

警察事務 1 警察事務 2

小計 7 小計 10

50 45

34 29

84 74

市町立学校 学校事務 17 市町立学校 学校事務 20

職員Ｂ 小計 17 職員Ｂ 小計 20

市町立学校 学校事務 2 市町立学校 学校事務 3

職員Ｃ 小計 2 職員Ｃ 小計 3

市町立学校 学校事務 3 市町立学校 学校事務 2

職員社会人 小計 3 職員社会人 小計 2

286 281

社会人

警察官Ａ 警察官Ａ

合　　計 合　　計

警察官Ｂ 警察官Ｂ

小計 小計

社会人

Ｃ

Ｂ Ｂ

令和3年度
令和4年4月1日（令和3年4月1日～令和4年3月31日）

ＡＡ

Ｃ
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イ 選考                               （単位：人） 

職種 採用者数 職種 採用者数
一般事務 4 一般事務 3
警察事務 2 警察事務 1
学校事務 2 学校事務 2

児童自立支援専門員 1 児童福祉司 6
児童福祉司 8 心理判定員 5
心理判定員 3 医師 6
保育士 2 看護師 5
医師 7 獣医師 3
看護師 24 試験研究技師 1
獣医師 3 航海士 3

診療放射線技師 2 機関士 2
試験研究技師 1 科学捜査研究技師 1

航海士 3 職業訓練指導員 2
機関士 1 理学療法士 2
学芸員 1 作業療法士 1
教員 423 教員 496
合　計 487 合　計 539

令和3年度

（令和3年4月1日～令和4年3月31日）
令和4年4月1日
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6,417

75.15

8,539

1,400

16.40

418

4.89

  

  304

3.56

2,122

24.85
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第２　人事委員会の業務の状況

１　競争試験及び選考の状況

（１）競争試験の状況

約 65 362 271 74.9% 132 2.1 129 97.7% 87 - - 87 3.1

約 18 98 75 76.5% 39 1.9 35 89.7% 25 24 96.0% 21 3.6

福祉
分野

約 2 14 9 64.3% 6 1.5 5 83.3% 2 - - 2 4.5

環境
分野

約 4 14 10 71.4% 8 1.3 8 100.0% 5 - - 5 2.0

約 12 32 26 81.3% 22 1.2 20 90.9% 14 - - 14 1.9

約 7 10 8 80.0% 6 1.3 6 100.0% 4 - - 4 2.0

約 4 24 19 79.2% 11 1.7 8 72.7% 6 - - 6 3.2

約 21 33 25 75.8% 21 1.2 21 100.0% 18 - - 18 1.4

約 3 5 2 40.0% 2 1.0 2 100.0% 2 - - 2 1.0

約 2 7 4 57.1% 4 1.0 4 100.0% 2 - - 2 2.0

約 4 10 8 80.0% 6 1.3 5 83.3% 4 - - 4 2.0

約 8 19 17 89.5% 12 1.4 11 91.7% 8 - - 8 2.1

約 150 628 474 75.5% 269 1.8 254 94.4% 177 24 96.0% 173 2.7

約 7 81 48 59.3% 19 2.5 16 84.2% 8 - - 8 6.0

約 2 14 12 85.7% 8 1.5 8 100.0% 3 - - 3 4.0

約 9 95 60 63.2% 27 2.2 24 88.9% 11 - - 11 5.5

一般行
政分野

約 9 76 65 85.5% 27 2.4 26 96.3% 12 - - 12 5.4

約 3 6 6 100.0% 5 1.2 5 100.0% 2 - - 2 3.0

約 2 3 3 100.0% 3 1.0 3 100.0% 1 - - 1 3.0

工学
分野

約 7 17 17 100.0% 17 1.0 15 88.2% 11 - - 11 1.5

約 5 41 36 87.8% 16 2.3 16 100.0% 9 - - 9 4.0

約 26 143 127 88.8% 68 1.9 65 95.6% 35 - - 35 3.6

三重県
職員

採用試験

　　　令和３年度中に実施した競争試験は、三重県職員採用候補者試験、三重県警察官採用候補者
　　試験及び市町立小中学校職員採用候補者試験であり、その状況は下表のとおりでした。

農業

水産

総合土木

自然
分野

行政Ⅰ

受験率

第１次試験

受験
者数

最終合
格者数 競争率

Ａ

保健師

行政Ⅱ

薬剤師

一般
行政
分野

福祉技術

環境化学

合          　　　計

試験種類 試験区分
採用

予定数
申込者

数 合格
者数

第３次試験

受験
者数

受験
者数

合格
者数

受験率

第２次試験

競争率受験率

農学

林学

工学
分野

建築

電気

健康
衛生
分野

司書

合                計

Ｃ

総合土木

警察事務

一般事務

警察事務

自然
分野

林業

合                計
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受験率

第１次試験

受験
者数

最終合
格者数 競争率

試験種類 試験区分
採用

予定数
申込者

数 合格
者数

第３次試験

受験
者数

受験
者数

合格
者数

受験率

第２次試験

競争率受験率

一般行
政分野

約 7 226 152 67.3% 53 2.9 47 88.7% 12 - - 12 12.7

約 1 36 24 66.7% 12 2.0 12 100.0% 2 - - 2 12.0

約 8 262 176 67.2% 65 2.7 59 90.8% 14 - - 14 12.6

約 193 1,128 837 74.2% 429 2.0 402 93.7% 237 24 96.0% 233 3.6

約 35 198 169 85.4% 94 1.8 87 92.6% 43 - - 43 3.9

約 11 47 41 87.2% 29 1.4 21 72.4% 16 - - 16 2.6

約 1 3 3 100.0% 1 3.0 1 100.0% 1 - - 1 3.0

約 47 248 213 85.9% 124 1.7 109 87.9% 60 - - 60 3.6

男性 約 7 87 65 74.7% 25 2.6 25 100.0% 7 - - 7 9.3

女性 約 3 26 14 53.8% 8 1.8 8 100.0% 4 - - 4 3.5

約 10 113 79 69.9% 33 2.4 33 100.0% 11 - - 11 7.2

約 57 361 292 80.9% 157 1.9 142 90.4% 71 - - 71 4.1

約 23 155 121 78.1% 61 2.0 57 93.4% 23 - - 23 5.3

約 10 73 61 83.6% 30 2.0 27 90.0% 13 - - 13 4.7

約 33 228 182 79.8% 91 2.0 84 92.3% 36 - - 36 5.1

約 90 589 474 80.5% 248 1.9 226 91.1% 107 - - 107 4.4

Ｂ 約 22 127 86 67.7% 44 2.0 40 90.9% 22 - - 22 3.9

Ｃ 約 3 17 12 70.6% 8 1.5 6 75.0% 3 - - 3 4.0

社 約 1 45 33 73.3% 11 3.0 11 100.0% 2 - - 2 16.5

約 26 189 131 69.3% 63 2.1 57 90.5% 27 - - 27 4.9

約 309 1,906 1,442 75.7% 740 1.9 685 92.6% 371 24 96.0% 367 3.9

三重県
職員

採用試験

警察官
採用試験

男性

合                計

男性

女性

女性

学校事務

小          計

小          計

合　　　　　　　計

Ｂ
４
月

語学（ポルトガル語)

警察事務

県職員合計

Ａ
①

Ａ
②

社
会
人

総合計

小          計

警察官合計

市町立
小中学校

職員
採用試験

学校事務

学校事務

小中学校職員合計

一般事務
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（２）採用選考の状況 

各任命権者から人事委員会あてに申請のあった採用選考（国の機関等からの割愛採用等。選

考職種採用は除く。）の状況は、下表のとおりでした。（令和3年度中に任用したもの） 

                               （単位：人） 

任命権者 

職級 
知事等 教育委員会 警察本部長 計 

部長級 1   1 

次長級 4   4 

課長級 9 6  15 

課長補佐級 77 5  82 

主査級 104 3 1 108 

主任級 52   52 

主事級 78 1 2 81 

警視   5 5 

警部   8 8 

警部補   3 3 

巡査部長   3 3 

巡査   2 2 

計 325 15 24 364 

 

２ 給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告・勧告の状況 

令和3年10月11日、人事委員会は、地方公務員法の規定に基づき、県議会議長及び知事に対し、

県職員の人事管理や給与等について報告を行い、併せて給与の改定について勧告を行いました。 

（１）人事管理に関する報告 

  ア 人材の確保・育成 

（ア）人材の確保 

・多数の定年退職が見込まれる中で継続的に人材を確保するには、PRの対象や効果的な方法

を検討した上での採用活動や、採用試験についての抜本的な見直しを含めた調査・研究の

ほか、民間人材の採用方法の検討が必要です。 

（イ） 人材の育成・活用 

 a 人材の育成 

・OJTを効果的に機能させるためには、各職員が、職場や職級にかかわらず育成の必要性に

対する強い意識を持ち、高い指導能力を備え、部下や後輩職員のスキルや意欲を向上させ

られる仕組みが必要です。 

・若手・中堅職員は、現在よりも早期にマネジメント層に登用される可能性があることを強

く認識し、新たな事柄に挑戦し、常に学んでいく姿勢を持つことが重要であり、そのため

には管理職員のリーダーシップも不可欠です。 

・高齢層の職員は、知識や技術の継承のみならず、自ら担当職員として、さまざまな分野で

活躍できるよう、自身のポータブルスキルをアップデートしていかなければならないとい

う当事者意識を持つことが重要です。 

ｂ 女性活躍の推進と能力や適正に基づいた人材育成 

・仕事と育児の両立を可能とする環境の整備のもと、性別によらず能力や適性に基づいた人

事配置や事務分掌を通して人材育成を図っていくことが重要です。 
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・性別や時間制約の有無にかかわらず、全ての職員が能力を最大限発揮できる環境づくりと

して、在宅勤務（テレワーク）や時差出勤等柔軟な働き方も活用し、多様な人材の活躍を

促す働き方改革等に総合的に取り組むことが重要です。 

（ウ）不祥事及び不適切事務の防止に向けた取組の徹底 

 ・自分の行動が県全体、職員全体への信頼に大きく影響を与えることを全職員が強く自覚し、

⾃らを厳しく律するよう徹底することが必要です。 

・県民との信頼関係は県政運営の基本であることから、職員の非違行為に対しては、厳正に

対処するとともに、県民からの信頼回復に向けて職員個人の不断の資質向上と、職員が意

欲的に仕事に取り組むことのできる環境づくりの推進が必要です。 

 

イ 能力・実績に基づく人事管理の推進と組織力の向上 

 ・適切な目標設定、評価段階の判断基準の明確化、面接の適切な実施など、評価制度の趣旨

について、人事評価制度が正しく運用されるよう、引き続き徹底を図るとともに、その制

度を効果的に運用するためには、所属長と職員が対話により相互理解を重ね、目標の設定

等を職員の成長につなげることが大切であり、また、人事評価が公平かつ客観的に行われ

ることにより、職員の評価制度への信頼を向上させることが必要です。 

 

  ウ 勤務環境の整備 

（ア）知事部局等における取組の推進 

・新型コロナウイルス感染症の対応に当たっては、特例業務として、やむを得ず制限を超え

る時間外勤務命令を行うことができるものの、過重労働による健康被害を防止するための

措置の徹底が必要です。 

・緊急性のある業務や高い専門性を要する業務については、特定の職員に負荷がかかってい

る状態が長期にわたり続いているため、より果敢に県庁全体の業務の見直しを行い、柔軟

かつ迅速に適切な人員配置を行うことが必須です。 

・今回のことを教訓として、再び同じような状況が発生した場合、職員の健康を確保し、良

好な勤務環境をどのように構築するのか事前に検討しておくことが必要です。 

（イ）学校現場における労務管理の推進 

 ・制度の改善や仕組みの整備にとどまらず、総勤務時間縮減に向けて今後も引き続き全ての

関係者が協力・連携し取組を推進していくことが必要です。 

・教員における働き方改革については、時間外労働の大きな原因である部活動の在り方や、

最近の新型コロナウイルス感染症の影響による対応等を含めて、今後も取組を進めること

が必要です。 

（ウ）警察における労務管理の推進 

・令和３年度において、過重労働による健康管理医の面接指導の対象となる月80時間を超え

て時間外勤務を行う職員は、ごくわずかとなっているが、現場の一人ひとりが、健康確保

等の観点から長時間労働を是正するという趣旨を正しく理解することが必要です。 

・今後も業務の効率化を図るなど、職員が能力を最大限発揮できるように勤務環境を一層整

備していくことが重要です。 

（エ）柔軟かつ多様な働き方 

 ・仕事と家庭生活を両立するためには、より多くの職員が利用しやすい制度の新設・拡充に
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ついて検討していくとともに、職員が制度を取得しやすい職場環境を作っていくことが必

要です。 

・引き続き、障がいのある職員にとって働きやすい職場環境づくりを進めるとともに、職員

一人ひとりが性の多様性を認識し、パートナーシップ関係にある職員が働きにくさを感じ

ることがないよう取り組んでいくことが重要です。 

（オ）ハラスメントのない職場環境づくり 

 ・ハラスメントを防止し、職員が気持ちよく働ける職場をつくることは、県民サービスの向

上につながることから、職場全体で対応するべき問題として、ハラスメントを正しく理解

するための啓発や、相談しやすい雰囲気作りを進めることが必要です。 

 

エ 非常勤職員に係る人事管理 

 ・一般職非常勤職員の「会計年度任用職員」制度が、今後も適切に運用されるように努める

ことが必要です。 

・非常勤職員には多様化・複雑化する地方行政サービスの重要な担い手としてその職責を自

覚した業務遂行が求められており、一人ひとりが、高い意欲を持って能力を十分に発揮し

て勤務できるよう、引き続き働きやすい勤務環境整備に取り組むことが必要です。 

 

オ 高齢期の雇用問題 

 ・公務員の定年の引上げについては、令和5年度以降、定年を60歳から65歳まで2年に1歳ずつ

段階的に引き上げる内容の「地方公務員法の一部を改正する法律」が成立し、本県におい

ても、6月の定例月会議において、関連する条例案が議決されたことから、今後は、役職定

年制や定年前再任用短時間勤務制等を円滑に導入できるよう関係規則等の整備に取り組む

ことが重要です。 

 

（２）職員の給与に関する報告 

ア 公民給与の較差 

企業規模50人以上、かつ、事業所規模50人以上の県内744の民間事業所のうちから、159事

業所を抽出し、職種別民間給与実態調査を実施しました。当該調査において、4月分の公民給

与について、役職・学歴・年齢別に対比して公民較差を算出した結果、月例給については、

職員の給与が民間従業員の給与を1人当たり平均44円上回っていました。 

 

  イ 改定の基本方針 

    月例給については公民較差が 44 円と極めて小さいことから、給料表及び諸手当の改定を見送る

こととします。 

    特別給である期末・勤勉手当については、職員の年間の支給月数（4.45 月）が、民間の特別給

の支給割合（4.30 月）を上回っていることから、民間の特別給の支給割合に見合うよう、支給月

数の引下げ改定を行います。 

 

  ウ 改定すべき事項 

    期末・勤勉手当の支給月数を 0.15 月分引下げ、4.30 月とします。引下げ分は期末手当に反映し、

令和 3 年度においては 12 月期の期末手当の支給月数を 1.275 月から 1.125 月へ引き下げ、令和 4
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年度以降においては 6 月期及び 12 月期の期末手当の支給月数がそれぞれ 1.2 月となるよう配分し

ます。 

 

    エ 実施時期 

    令和 3 年 12 月 1 日（令和 4 年度以降の改定は令和 4 年 4 月 1 日） 

 

（３）その他の課題 

  １ 定年の引上げによる給与に関する措置 

   ・定年の引上げによる 60 歳を超える職員の給料月額は 60 歳前の 7 割の水準とする国の取扱

いを十分に踏まえ措置する必要があります。 

・退職手当について 60歳に達した日以後に定年前の退職を選択した職員が不利にならないよ

う国に準じた取扱いとすることが適当です。 

  ２ 期末・勤勉手当における育児休業期間の除算の取扱い 

   ・子の出生後 8 週間以内における 1 か月以下の育児休業の期間は、期末・勤勉手当の対象と

なる在職期間等から除算しないこととする国の取扱いに準拠することとします。 

３ 世代間の給与配分の適正化 

   ・国や他の地方公共団体の給料水準と比べ、若年層はほぼ均衡しているのに対し、中高齢層

は高くなっている状況は解消されるべきであり、近年の較差傾向も踏まえた給料表の改定

手法を引き続き検討していきます。 

 

３ 勤務条件に関する措置の要求の状況 

（１）勤務条件に関する措置の要求の件数 

令和3年度の措置要求事案は以下のとおりでした。 

令和 3年 3月 31

日現在未処理件

数 

令和 3 年 4 月 1

日～令和 4 年 3

月 31 日の措置

要求件数 

令和 3 年 4 月 1

日～令和 4 年 3

月 31 日の処理

件数 

左の内訳 

令和 4年 3月 31

日現在未処理件

数 

令和 3年 3月 31

日現在未処理件

数にかかる処理

件数 

令和 3 年 4 月 1

日～令和 4 年 3

月 31 日の措置要

求にかかる処理

件数 

0 3 2 0 2 1 

 

４ 不利益処分に関する審査請求の状況 

（１）不利益処分に関する審査請求の件数 

令和3年度においては、新たな審査請求事案はありませんでした。 

区 分 
令和3年 3 月

31 日現在未

処理件数 

令和3年 4 月

1 日～令和 4

年 3 月 31 日

の審査請求

件数 

令和3年 4 月

1 日～令和 4

年 3 月 31 日

の処理件数 

左の内訳 

令和4年 3 月

31 日現在未

処理件数 

令和3年 3 月

31 日現在未

処理件数に

かかる処理

件数 

令和3年 4 月

1 日～令和 4

年 3 月 31 日

の審査請求

にかかる処

理件数 

懲戒処分 0 0 0 0 0 0 
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その他処分 0 0 0 0 0 0 

計 0 0 0 0 0 0 
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